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ボーダレス経済における日本市場の変化
― デ ィ ス イ ン フ レ と 産 業 の 構 造 変 化 ―
The Change of Japanese Market in Borderless Economy 
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製 造 業 r 1,153,949
卸 売･小 売 業 l 574,807
金融･保険･証券業
不 動 産 業









107,815 r 2.4 107,815 1 100.0
1,016,722 1 22.8
そ の 他 0.5 1 0
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(備考)アメリカ商務省 ｢ⅠndustrialOutlook｣により作成｡ 〔雇用者数の減少幅〕
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な生産要素 (労働力､資本､地代)を求めて海外
生産を余儀なくされているが､これらの企業には
労働集約的な製造業も多く､工場の海外移転は雇
用機会の海外漏洩となり､国内での雇用の喪失に
つながっていく｡
本稿において､'80年代のアメリカでの産業空
洞化を論じ､家庭電機や工作機械などの産業基盤
と雇用が失われ､その代替としてサービス部門で
新たな雇用が創出されたことをみた｡しかし､創
出された雇用の大部分は､賃金水準の低位なもの
であった点も強調した｡
現在のわが国では､製品の輸入浸透度からして
アメリカのような大規模な空洞化は生 じてい な
い｡しかし､その前兆はある｡それがディスイン
フレとか､企業の海外進出である｡もし､この現
象がさらに進糾 ま､多くの中小製造企業を中心に
雇用喪失が生ずる｡本稿で論じたように､非流動
的なわが国の労働市場にあっては､この雇用喪失
を埋め合わせるだけの雇用創出を行 うことは容易
ではない｡
労働市場の変化は､従来の日本型経営システム
といわれるもの- 終身雇用や年功序列型賃金な
ど- に変質を迫る｡今日の日本型経営システム
といわれるものは､戦後の高度経済成長期に定着
したもので､一種の ｢ねずみ講｣のような要素を
含んでいるという16)｡低成長期のなかで､従業員
の年齢構成が逆ピラミッド化しつつある今日､多
くの民間企業では旧来の日本的経営システムの維
持は困難になっている｡事実､最近の調査によれ
ば､大半の企業が年功序列制は今後維持できない
と予測している (図5)｡
皮肉にも､日本型経営システムが長続きする分
野は､民間企業ではなく､政府機関や特殊法人､
私立大学､病院､銀行などの金融機関のように､
国家そのものの事業体か､国家によって強く保護
されている分野 (図1の第3象限)であり､それ
らは市場競争にさらされていないために非効率に
なりやすい｡しかし､航空産業や銀行のように､
これらの分野にも国際競争や自由化の波がひたひ
たと押し寄せている｡
今日､日本の市場を取 り巻く環境は､これまで
日本経済の発展に一番貢献してきた企業 (主とし
て製造業)ばかりを直撃し､努力していない産業
(国家部門や規制産業)を守るための犠牲になっ
ているという不公平がある｡
戦後50年､日本経済は国際化の中である種の閉
塞状況に陥っているようにみえるOこの状態から
脱出するためには､従来の経済政策や日本型思考
(勤勉貯蓄や生産第一主義など)の延長線上では
解決不可能である｡
経済のボーダレス化が進行する中で､国際経済
に関する ｢経済ルール｣(WTO協定､特許 ･商
標等に係るパリ条約､著作権に係るベルヌ条約な
ど)と調和しながら､国内的には規制のあり方や
参入障壁の見直しなどを進めていくことが必要で
あろう17)｡そのためには､従来の経済政策ばかり
でなく､社会制度に及ぶ広範囲な改革が必要であ
り､その中で21世紀を展望した日本型経済社会シ
ステムの構築が求められている｡
(やまざき まさき 教授)
(1995.6.30 受理)
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